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出所：厚生労働省「人口動態統計」より医薬産業政策研究所にて作成

がんは主要死因別死亡率の１位である
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2024年、免疫チェックポイント阻害薬は
最も主要な治療薬に成長する

免疫チェックポイント
阻害薬

分子標的薬

予測市場成長率
=21%
（2024年に4.5兆円)

https://answers.ten-navi.com/pharmanews/14271/より抜粋
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抗PD-1抗体、抗PD-L1抗体を扱う各企業は
今後７年間は収益トップに立ち続ける

https://answers.ten-navi.com/pharmanews/14271/より抜粋

米メルク
（抗PD-L1抗体）

BMS
（抗PD-1抗体）

小野薬品
（抗PD-1抗体）
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予想されるがん治療薬トレンド

Ø多くのがん種にPD-1抗体が臨床適応され、様々な併用治療法
が出現する。
Ø併用治療を含め、PD-1抗体治療はがん治療の第一線になる。
Ø治療効果を予測するバイオマーカーの開発競争が進む。
Ø2024年には免疫チェックポイント阻害治療関連分野が

4.5兆円の市場になる。

→ 日本製薬企業はすでに出遅れつつある！

その時、日本はどの程度市場を確保できているか？
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がん細胞を標的

より有効な
免疫細胞標的治療
発見
流れを変える革新的発見

実用化まで息の長い
基礎研究が必要

免疫療法

かつて息の長い基礎研究により
新しいがん創薬の概念が誕生した

がん治療の常識も変わった
「無病期間の延長」から
「完全寛解へ」

つまり
余命を伸ばすための治療、から
がんを治し今まで通りの人生を生きる治療、へ

生
存
率

生存期間

化学療法

免疫療法

無治療

分子標的療法
（化学療法）
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日本がん研究の現在の課題

1. 長く「発がん」の研究に集中し「治療」がおろそかに

2. がんの免疫治療の意義が十分に
評価されていない

3. がんゲノム研究から何が解ったか
DNA変異が多く、がんゲノムは多様である

4. プレシジョンメディスン（個別化医療）
は意味があるか？ 7



日本のオプジーボを用いた臨床治験数は
米国の９分の１、中国より少ない

日本
63 試験
(2016年14)アメリカ

553 試験
(2016年129)
日本の約９倍

（2018年10月現在、併用治療含む）

中国
90 試験
(2016年18)
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なぜ日本の製薬企業は弱いのか

1. 日本の基礎研究を過小評価
・外国のベンチャーを買って失敗の連続
・日本の研究者に適正な評価やリターンを
したがらない
研究者は外資と組む

2. 会社内に目利きが少ない／研究所廃止
決断するまでに長時間かかる

3. 資本力が弱い、、、小野薬品の例 9



出典：「日本製薬工業協会DATA BOOK2018」をもとに医薬産業政策研究所にて作成
出所：財務省「貿易統計」

その結果、日本は医薬品の多くを輸入する
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NIH医学生物学研究資金

一方、米国では医学研究資金が
大きな比重を占める

2017年のNIH医学生物学研究は約260億ドル=> 約2.6兆円
https://www.aaas.org/
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若手研究者の減少傾向が止まらない
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日本の若手研究者の現況

博士課程へ進学しない 研究職に就職しない 若手教員が減る
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主要国の研究者人口の推移
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単位：万人

日本の研究者人口は伸び悩んでいる

日本
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日本の生命医科学研究を活性化するには？

1. 基礎から応用までの連続性を図る
公的支援が企業にできないことを補強すべき
即ち、基礎研究中心に政府が支援すべき

２．AMEDの課題
臨床応用が主眼で基礎研究へ支援しない
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“死の谷”

基礎研究（アカデミア） シーズ 開発研究（企業）
社会実装

・基盤研究費の減少と断片化
・若手研究者の減少
・共通研究インフラ整備の遅れ

研究・開発の本当の“死の谷”は
基礎研究の衰退である

より深い谷
・実効性の低い産学連携
・「橋渡し」システムの不備

研究成果の
実用化
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社会的背景 研究
マインド
育成

学位（PhD）の価値が認識・
評価されない

奨学金の欠如

進学率低下
「行くべき人材」が
行かない（行けない）

留学率の減少

競合的研究
マインドが
育たない

研究マインドの低下

大学院
博士課程

博士人材減少

若手研究者活躍の
場が足りない 研究志向の低下と

モラトリアム

我が国の研究力基盤の沈下

日本の研究力沈下は構造的問題
政策を含む多面的な解決が必要
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新しい創薬産学連携のモデル
企業

アカデミア・附属病院

トップ

トップ

組織間連携 融合ラボ

教員、医師、
院生、施設、
シーズ

直接経費

間接経費

医薬品・機器
上市

研究環境の整備
若手研究者の育成

研究員、技術

共同運営

臨床治験

ロイヤルティ
の還元

産学連携のエコサイクルを活性化すべき

基盤研究衰退の歯止めへ19



産学連携の京大モデル
メディカルイノベーション・センター（MIC) 
（2010年12月～）

マネジメント部門

知財管理

研究開発部門（学内融合ラボ）

医学研究科長

センター長

京都大学
医学研究科

企業

I期5年、対象疾患別プロジェクト

事業費 10億円/年
直接経費 7.5億円/年
間接経費 2.5億円/年

主任研究者,シーズ,医師,施設

ファンド,研究員、創薬技術

契約（知財、間接経費等）
がん

（大日本住友）
中枢神経
（塩野義）

腎臓
（田邉三菱）

免疫
（アステラス）

京大附属病院

臨床データ・検体,臨床治験
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•研究費は未来への投資だ
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•ご清聴ありがとうございました
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